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県内では既に約6割の企業が取り組んでいます！

H28：広島県「働き方改革取組実態調査」（2016年）、H29・H30：広島県「職場環境実態調査」（2018年、2019年）　※調査対象は従業員31人以上

平成３０年度時点では約６割となり、確実に増加

H28
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H29
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未認知企業

経営者の意識 しくみ 行動 成果

共感企業 実　施　企　業

実　施　度　Ａ

実　施　度　B

実　施　度　C

「働き方改革」に
ついて知らない

又は
意義を感じて

いない

・方針の明確化
・数値目標の設
定

・社内推進体制
の明確化

・制度を活かす
ためのルール
等の導入

・教育・研修
・周知・啓発

・従業員の意
識・意向把握
・管理・実績把
握

○経営者と従業
員の意識にギャッ
プがない

方針・目標 推進体制 制度 ルール 周知・啓発 業務改善
実態把握
・管理

○組織風土として
定着

○客観的成果が
出ている

・業務プロセス
の見直し など

・制度・取組の
導入

働き方改革の

意義の

理解
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【内訳】

働き方改革を実践し、様々な実績や成果をあげている企業を認定

（平成 29 年度創設、認定主体：広島県商工会議所連合会・広島県商工会連合会）

※制度の詳細は 83 ページを参照

「広島県働き方改革実践企業 認定制度」

認定企業　277 社 （令和 2 年 2 月現在）

「広島県働き方改革実践企業（認定企業）」は、回を重ねるごとに増えており、令和２年２月現在で２７７社になりますが、

その半数以上は従業員１００人以下で、業種もさまざまです。

実施企業も、未着手の企業も抱える課題は共通。 課題はあっても進めている実施企業。
一方、未着手の企業がより多く抱える課題は「方針・目標の明確化」「取組方法・ノウハウ不足」
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全体 共感企業実施企業
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認定企業数

69 社

84 社

64 社

60 社

従業員規模

30 人以下

31〜100 人

101〜300 人

301 人以上

業種

建設業

製造業

情報通信業

卸売業・小売業

運輸業

サービス業

医療・福祉

その他

認定企業数

38 社

84 社

14 社

46 社

  6 社

51 社

22 社

16 社
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企業イメージや評価の向上

生産性の向上

顧客へのサービス向上

従業員の定着状況の向上

新商品開発やイノベーションなど新たな事業創出

3年前と比較した経常利益
（「大幅に増加」「増加」の計）

認定企業の最近3年間の状況

6．広島県働き方改革実践企業（認定企業）における「働き方改革」の効果
　認定企業では、働き方改革の仕組みづくり・行動・効果検証のPDCAを回し、取組をより実効的なものとすることで、人材確保や

社内環境の改善などの効果が実感されています。（「広島県働き方改革実践企業認定制度」の詳細は，83ページを参照）

認定取得により「新たな人材の確保」や「社内環境の改善」の効果を実感

新たな人材の確保 の効果を感じている 社内環境の改善 の効果を感じている

認定企業の6割以上で「企業イメージや評価の向上」や「生産性の向上」の変化が！

認定企業では 業績 もさらに 良好

広島県「認定企業アンケート」（2019年9月）広島県「働き方改革取組実態調査」（2016年）

広島県「認定企業アンケート」（2019年9月）

広島県「認定企業アンケート」（2019年2月）

高まっている・やや高まっている

働き方改革に関心がない企業 働き方改革が進んでいる企業 働き方改革実践企業（認定企業）
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●求職者数が増加した
●能力・スキル等で自社の求める人材が増加した
●採用についての問い合わせが増加した
●面接や会社説明会等の場で、認定制度が話題に上った

●離職者が減少した
●従業員の自社に対するイメージが改善した/社内の雰囲気が
　明るくなった
●従業員のモチベーションが向上した
●認定取得を機に、さらに働き方改革の取組を進めやすくなった
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